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7.1 成果報告

7日 1日1 拠点形成計画 と実績

カリキユラム等の整備状況

カリキュラムはマテ リアル・プロセシングとプラクティカル・トレーニングの 2分

野で構成 した。マテ リアル・プロセシング分野では光 と半導体に焦点を当てた講義方

式 とし、プラクテイカル・ トレーニング分野は体験型 。実践型の実習教育を特長 とし

た内容である。平成 19年度 (第 1期 )の実施に当たり、当初開講予定であつた 「光サイ

エンス特論」は 「光マテ リアル特論」と「次世代 FPD特論」の中に取 り込み、新たに

「先端技術併修」を設けた。この 「先端技術研修」では世界最大規模の海外展示会の視

察を行つた。「PBLゼ ミナール」は課題解決型養成 (PBL:Problem Based Lettning)を

行 うカリキュラムである。必修 2科 目選択 9科 目の開講 しスター トした。

また、地域か らの要望を取 り入れたカリキユラムの改善を積極的に実施 してきてい

る。平成 19年度か ら「知的財産特論」を追加開講 し、平成 20年度からは 「技術経営

特論」を新規開講 した。平成 21年度からは 「品質工学特論」を実習から独立させ、ま

た 「新規事業創出特論」を追加 した。この結果、平成 21年度からは必修 2科 目、選択

12科 目を開講 し選択の範囲を広げた。

カリキュラム以外にも、地域に開かれた講演会・シンポジウムを企画 。開催 している。

履修状況

被養成者の履修意欲は高 く、選択科 目においても高い出席率を得た。修 了要件 とし

ては必修 2科 目と選択 3科 目以上の最低履修科 目数 を設定 している。選択科 目の平均

履修率は年によって変重方があるが 73～ 847οであり、科 目数に換算すると7.0～9.6科 目

と大幅に上回つている。

実施 体 制 (教員等 の陣容 )等の実施 状 況

実施体制としては大学のみならず、学外メンバーを加えて地域の産学官連携組織と

し、忌憚のない意見を反映させる仕組みができた。ユニット運営総括責任者には八戸

工業大学学長が当たり、ユニットの総括を行う。本ユニットの業務推進 。実務運営を図

る為、八戸工業大学先端研究教育開発センターを設けた。当センターの位置づけは本

学の付置研究所と同列とした。

組織として、ユニット運営・成果に関する客観的評価を行うアドバイザリー 。ボー ド

を置いた。ボー ドメンバーには連携自治体である青森県から副知事、本学が位置する

八戸市から副市長、企業立地の主要地である六ヶ所村から村長の参画を得ている。そ

の他、他大学 。高専より2名、民間事業者より5名、連携自治体より3名、本学より5
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名、計 15名の委員による組織である。

ア ドバイザ リー・ボー ドの運営においては設置要綱 を設け、本ユニッ トの円滑な推

進に資するため、ア ドバイザ リー・ボー ドの組織及び運営に関し必要な事項を定めた。

この委員会からは、客観的な立場からの意見、助言を得て、ユニッ ト運営に反映して

きた。この精神に基づき、以下のディレクター 。ボー ド、マネージメン ト・ボー ドを組

織・運営 した。

ディレクター・ボー ドは運営方針の企画・検討や養成者・業務従事者の選考、活動評

価を行 う。ボー ドメンバーは連携 自治体 2名、本学 8名の計 10名である。

マネージメン ト・ボー ドはカ
ー
リキュラムの作成、実施、ユニットの運営を司る。講義

担当者を中心に、連携 自治体 2名、学外からの講師 2名、本学 8名 の計 12名で組織 し

た。また、ユニッ トの運営にかかわる業務のため企画支援部門を置き、本学職員 8名、

専任スタッフ 1名 の 9名 を配置 した。 (人数は最終年度の平成 22年度のものである)ア

ドバイザ リー・ボー ドとディレクター・ボー ドは年 2回、マネージメント・ボー ドは月

1回 を目途に開催 した。

講義科 目は学内教授及び准教授 7名、学外に依頼 した非常勤講師 6名 にて担当した。

このうち平成 19年度途中より専任の特任教授 1名および特任准教授 1名 を採用配置 し

ている。平成 21年度から特任准教授が本学准教授 となり併任 となり、代わ りに専任の

任期付 き研究員 1名 を配置 している。運営事務には専任スタッフ2名 を当てた。

養成修了者数及びその到達レベル等に関する計画の達成状況

本ユニッ トにおける目標養成者数は 20名である。その達成状況を表 7.11こ示す。単

年度では平成 21年度に目標数 5名 を下回つたが、累計では順調に推移 し、最終年度の

5名 を加えて累計 目標 20名 を達成できる見込みである。なお、平成 20年度 と21年度

で、入学者数に対 して修 了生が各 1名減 となっているのは、所属企業が会社更生法の

適用を受けたことにより、退職 しユニッ ト受講を継続できなくなったためである。

表 7.1:累計修了者集

入学者数 修了者数 累計修了者数 累計目標

平成 19年度 8名 8名 8名 5名

10名平成 20年度 6名 5名 13名

平成 21年度 5名 4名 17名 15名

平成 22年度 5名 5名 (見込み ) 22名 (見込み ) 20名

到達 レベルは光学、半導体およびデバイスの基礎学力 と課題解決能力を有するレベル

とし、講義科 目は大学院修士課程に準 じるものとした。各科 目の評価 とPBLゼ ミナー

ルの評価か ら総合的に教育目標 とそのレベルを達成 していると判断できる。必修科 目

のほか、選択科 目の最低修得科 目数を設定 し、この条件 を上回れば修了要件を満たし

たものと認定 した。
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修了生の当該地域における活躍状況

すでに 1期生から3期生の修了生 17名 は勤務を継続 しつつ、本プログラムを受講 し、

修了後所属企業に戻つて業務についた。現在、所属企業にて地域全体に貢献するべ く

活躍 している。なお、修了生の状況を最終年度シンポジウムのポスターセッションに

て報告 してもらつた。

養 成 人 数 以 外 (拠点 形 成 )の 目標 と実 績

当初 目的は人材養成 と共に、「地域の中核的な教育・研究機関である八戸工業大学が

青森県や地域の企業 と一体 となって人的ネッ トワークの形成を行 うこと」である。養

成修了者は、企業の中で、あるいは自ら起業 して新製品 。新技術開発を目指 し、青森県

や地域の関係機関はその支援 を行 う。さらに、本学が、地域の企業、自治体及び本学

との連携や情報共有 ・検討の場を創出し、地域に貢献する優秀な人材を輩出する 「地

域の “知の拠点 "」 となることである。

本ユニッ トの運営のため組織 したア ドバイザ リー・ボー ド、ディレクター・ボー ド

はFPDに 関する産学官連携の場 としても機能 しネッ トワークが形成されている。本ユ

ニッ トの人材養成活動 とも相 まつて、本学が FPD関連人材の養成拠点 として地域での

位置づけも明確になってきたと考える。

情報発信のツール としてボー ドメンバー、修 了生、被養成者でネッ トワーク (FPD―

HIttNET)を 形成 し、FPD関連最新情報発信や講演会の安木内を行つている。これをさ

らに充実させ双方向の情報交換の場 とする。 また、FPD関連の先端をゆく一流の技術

者を招いて開発技術や開発プロセスについての講演会・シンポジウムを定期的に開催

し一般公開することで、FPDの最新情報を発信 し地域のレベルアップに貢献できてい

るものと考える。これ ら本ユニットの活動は、本学の知見を社会に提供するチャンネ

ルの一つとして機能 している。

新聞報道やテレビ放映を通 じた活動内容情報の提供などにより、本プログラムの認

知度も FPD関連企業では高 くなっている。

養成対象者の修了レベル

本ユニットの養成目標の人材像は「FPD関連技術に関する高度な専門知識を有 し、技

術の融合・統合ができる新たなタイプの実践的な併究開発型技術者」である。具体的

に被養成者は企業内で新事業を創出、あるいは新たにベンチャーを起業化できる人物

である。地域企業のこれまでの地域貢献に加えて、さらにイノベーティブな研究開発

力を持つ企業集団への変革を可能 とする人材である。養成課程 として修了レベルを光

学、半導体およびデバイスの基礎学力と課題解決能力を有するレベルに設定し、講義

科目は大学院修士課程に準じるものとした。

これに対して、所属している企業での部材や装置の業務分野以外を合めて、広くFPD
の基礎知識を勉強し直すと共に、それらの知識の統合が図れる有意義なカリキュラム
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を提供できた。「先端技術研修」においては、海外の最先端の技術展示会を見学 し、視

野拡大が図られた。さらに、「FPD関連枡究実習」、「PBLゼ ミナール」を通 じて課題

へのアプローチ法を身につけ、企業に戻つてから周 りに対する影響力のある核 となる

人材 となったものと考える。

課題 として挙げられるのは、養成された人材が新事業の創出、ベンチャーを起業で

きるかどうかである。現在でも 「PBLゼ ミナール」を通 じて、起業家マイン ドの醸成

を目指 し、修了生についても、当時のチユーターが求めに応 じてア ドバイス、研究支

援を行つているが、養成課程修了後の人材創出は、主に本人 と所属企業の努力にゆだ

ね られることとなる。これを効率よく実現するために、修 了生への支援を継続的して

い く必要がある。また、養成期間中の課題解決型養成の 「PBLゼ ミナール」のテーマ

設定も、所属企業の理解 を得なが ら新規開発や起業に結びつ くテーマヘ誘導 してい く

必要があると考える。

ネ ッ トワー ク形 成

地域の FPDに 関連する企業に所属する人々が、被養成者 として本ユニッ トに集い、

同じ場で 1年間過ごしたことにより、修 了生 としての仲間意識が醸成され、気軽に情

報交換のできる関係 を持つことができた。こうした経験から、所属企業に戻つても企

業を越えて地域に影響力を発揮できる人材に育つたものと考える。本ユニッ トの取 り

組みは、このようなライバルでもあ りながら切磋琢磨できる横の連携の仕組み作 りに

も寄与できたと考えられる。 また、ボー ドメンバー、修 了生、被養成者、地域企業で

地域産学官ネットワーク (FPD―HIttNET)を 形成 し、FPD関連最新情報発信や講演会

の案内をしている。これをさらに充実させ、修了生へのフォローアツプも兼ねた会員

相互の情報交換による地域のレベルアップの場にしたい。

7.1.2 拠点形成手法の妥当性

本ユニットの取 り組みのなかで八戸工業大学が FPDの部品材料、装置等種々の取 り

組みをしている地域企業の情報の中核になるべきであることをますます自覚すること

ができた。 また、地域のア ドバイザ リー・ボー ドからも本ユニットの取 り組みが概ね

妥当であるとの評価も得ている。

カリキュラム

1期、2期生へのカリキユラムを実施するなかで、改善点を自らの気づきや、外部の

方の指摘、助言に基づいて常に教育内容のスパイラルアップを心がけた。2期、3期生

に向けたカ リキユラムにその対策 を反映させた。例 えば、「技術経営特論」、「品質工

学特論」、「新規事業創出特論」の新設、企業の課題解決に有効 と思われる新 しいアプ

ローチを「FPD関連研究実習」、「PBLゼ ミナール」の中に導入 した。これにより、本

ユニッ トを一体的・体系的に運営するとともに、これを評価 し、フィー ドバックする

活
動
実
績

園
□
目

-141-



饉 7.1 成果報告

活
動
実
績

体制が整備できた。

企業からの課題 をテーマアップし、解決プランを作成する課題解決型の 「PBLゼ ミ

ナール」では企業内の活動ではできない新 しいアプローチを実践 している。月一回の

進捗報告、チューターによる個別助言指導の実践により、一部には実際に企業の課題

解決に直接結びつけた例もある。テーマ設定も被養成者が所属企業 と相談の上、自ら

実際の課題 を取 り上げたものであ り、解決意欲も高 くなっている。 また、その解決方

法にも日頃の企業内のアプローチとは異なる視点からのア ドバイス、議論がある。従つ

て、「PBLゼミナール」での一連の課題解決アプローチが企業に戻つても役に立つもの

を身に付けられると考える。
i

講演会・シンポジウムの開催

FPD関連の先端をゆく一流の技術者を招いて開発技術や開発プロセスの講演や、ま

たそれを応用する市場動向の講演を定期的に一般公開にて開催し、FPDの最新情報を

発信し地域のレベルアップに貢献できている。被養成者のみならず地域のFPD関係者

にも大いに刺激を与えると共にその活性化に役立っているものと考える。

海 外技術 研修

「先端技術研修」において海外の展示会 CESでの研修を実施している。被養成者に

世界の技術潮流を肌で感じさせ、地方から世界へ視野を拡大させた。事前の調査、帰

国後の報告会を実施している。一連の課題をこなすことにより、見る視点が定まり、自

身の状況との比較を実際の目で確かめ、自己の高揚につながっているものと考える。

テ キス ト教 材 /E―ラー ニ ング

シラバスに基づいて各科目の講義ノー トを作成している。「FPD関連枡究実習」にお

ける実習の具体的な実験書は、今後もFPD関連技術者の教育テキス トに使えるものと

した。これらのテキス トは毎年バージョンアップさせてぃる。

地域の特性として、特定の会場 (た とえば本学講義室など)に集まって受講するに

は、やや時間のかかる場所に事業所が分散 しており、E― ラーニングの活用が効果的な

補完手段になると考えられる。受講の時間や場所の制約を取り除き、被養成者に受講

の利便性を図りたい。ホームページ上に講義 。講演会等の録画コンテンツ、配付資料を

掲載し、会員であれば随時Webか ら閲覧できる E― ラーニングシステムを構築した。

講義科目においては、講義資料・参考資料の電子化を講義担当者が中心に進めてい

る。導入しているE― ラーニングシステム (httpsi〃 lms.fpd.rs.hi― tcch.acjp:関係者にのみ

公開)に対し、講義資料 。参考資料のアップロー ドを行つた。

講演会、シンポジウムにおいては、被養成者・修了生を含む本ユニット関係者向けに

公開するべく講演内容の録画も行つている。この講演会ビデオは講演者の許諾の得ら

れたものからWeb上で閲覧できるようにした。これは対象地域が広範であることや、

また拠点としての認識がさらに高まった将来に必要となることを想定している。
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実習機材等の整備 日活用状況

被養成者にはノー トPCを 貸与 し、学内におけるネッ ト接続、調査、プレゼンテー

ション資料の作成の便宜を図つた。「PBLゼミナール」や報告会における発表に利用す

るほか、「ULSIデザイン特論」では回路シミュレーションにも利用 した。

実習を伴う科目においては、本事業で整えた備品の他に、本学既設の設備も多く利

用した。「FPD関連研究実習」においては予備実験を通じて既存設備を整備した。平成

20年度にクリーンルーム (ク ラス 1000、 70m2)を 学内経費にて整備し、本ユニットの

実習にも供用した。連携自治体である青森県の産業技術センター未来技術研究棟 (八

戸市)の クリーンルームも利用し、高度クリーン化技術の教育を行つた。

修 了証 書 の発 行

本ユニットの修了者に対して、八戸工業大学学長、青森県知事連名のユニット修了

証書を授与する。さらに、本ユニツトの重要性や価値について、八戸工業大学及び青

森県等により専用ホームページの活用や研究成果報告会、セミナー、シンポジウムの

開催等を通じて情報発信を行う。これにより、地域社会での高い評価を修了生自身が

得られることで被養成者の高いインセンティブになるものと考える。

7.1.3 拠点形成の有効性

本ユニット修了者は、企業に戻 り、新製品 。新技術開発の実現を目指 し、一方ではこ

の実現のために青森県や地域の関係機関が支援を行 う仕組みを構築 した。これにより

地域の産業振興 と雇用創出が図られ、地域再生に貢献 してい く。このように地域企業

の活性化が図られるとともに、本事業が、地域に貢献する優秀な人材を輩出する「地

域の知の拠点」として認知されるという良い循環が形成されるようになる。

また、本ユニッ トが実施 している講演会、シンポジウムを通 じて、FPDに 関する知

の拠点としての場、すなわち地域の FPD関連情報の集積、発信の場 となっている。こ

れが地元メディアにもとりあげられ、本ユニットの認知度が高まつている。さらに、ア

ドバイザ リー 。ボー ド、ディレクター・ボー ドに県や地域の FPD関係者が集まり、人材

養成のみならず、地域 FPD産業に関して議論されている。このように人的ネッ トワー

クが形成され、地域の企業、大学及び自治体の連携や情報共有・検討の場を創出して

いる。

また修 了後もこのネッ トワークを通 じ、個別に教員に相談する例も多 くみられ、産

学の双方の垣根 を低 くできコミユニケーシヨンが気軽にできるようになってきた。以

上のような取 り組みを継続 して実施することにより、知の拠点 としての八戸工業大学

と地域の間に有機的な連携が形成され、地域再生に向けた大きい仕組みができたもの

と考える。
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7.1日4 養成目標の到達状況

(1)目標達成状況

当初計画における目標は大きく以下の 2点 に集約される。

I.FPD関連技術に関する高度な専門知識 を有 し、技術の融合・統合ができる新

たなタイプの実践的な研究開発型技術者」を養成する。養成対象者は企業内

で新事業を創出、あるいは新たにベンチャーを起業化できる人物である。地

域の企業のこれまでの地域貢献に加えて、さらにイノベーティブな研究開発

力を持つ企業集団への変革を可能 とする人材を養成する。

H.地域の中核的な教育・枡究機関である八戸工業大学が青森県や地域の企業 と

一体 となって人的ネットワークの形成を行 う。地域の企業、大学及び自治体の

連携や情報共有 ・検討の場を創出し、地域に貢献する優秀な人材を輩出する

「地域の知の拠点」とすることである。

Iの人材育成に関 して

目標 となる人材像を掲げ、必要 と判断した到達 レベルを習得できるカリキユラム

を構成 し、実施 した。その結果、最終年度人材養成目標 20名 に対 して 22名は達成

できるものと考えている。被養成者にとっては、「先端技術研修」における海外視

察や 「PBLゼミナール」により課される定期的なプロジェク トの総括 。発表は通常

業務で得ることのない経験 として有意義であつた。また、常に勉学を続けなければ

ならない技術者 としての日常にあって、大学院修士課程に準 じる講義科 目の受講は

大きな刺激であつたと考える。

Ⅱの知の拠点形成に関 して

産学官連携による本ユニットの運営、講演会・シンポジウムの企画等により、FPD
関連の情報発信拠点としての認知が高まつていると判断している。養成修了者への

継続的な支援を確保するためにも、さらなる地域産学官ネットワークを強化 し、新

事業創生の助けとなる情報の提供や技術提案のできる体制が必要である。人材養成

機関である本ユニッ トのアプローチのひとつは、FPD関連技術の体系化 とその公

表である。当初から、カリキュラムの遂行 とともに体系の整理を進め、有効な教材

の開発 とあわせて レクチャー・テキス トの形で編集 している。

(2)人材養成システムの改善状況 (被養成者の評価等の反映 )

地域企業代表者 。有識者等で構成されるア ドバイザ リー 。ボー ドや、企業訪間に

よる直接ヒアリングにおいて本ユニッ トの説明をするとともに、本ユニッ トヘの

意見・要望を聴取 し、地域のニーズの把握 と問題点等の抽出にあたっている。カリ

キユラム内容や講義開催 日時の設定 (8月 、2月 の集中講義)に はそれ らの意見が
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反映されている。

平成 20年度に 「技術経営特論」、平成 21年度には 「新規事業創出特論」を新設

した。これは技術だけでなく市場開拓など経営的観点を講義することにより、被養

成者の事業者マイン ドを醸成することが、いずれ地域の産業振興につながるとの観

点からである。また 「品質工学特論」は企業の開発現場において、最適設計の実践

に必要なアプローチ方であり、これに関しては企業の上司からは評価をしていただ

いている。

「先端技術研修」においては、国際エレク トロニクス・ショー (CES)研修の前

に事前調査の実施が必要であるとの意見が、報告会後のアンケー ト調査等から指摘

された。これを考慮 し、技術公開の要素が強い国内FPD展示会の視察を平成 20年

度か ら実施 した。

また、必修科 目である「PBLゼ ミナール」の最終報告会には被養成者の上司に出

席を求めた。そこで得た報告内容や本ユニットヘのコメントや提案を反映し、PBL

のテーマ設定について所属企業 との調整を十分に図るなどしている。

(3)養成修了人材が地域で活躍する仕組み

本ユニットを中心とした養成修了者・被養成者のネットワークを継続的に維持す

るため、FPD―HIT―NETと 称する機構を立ち上げた。本ユニットから発信する情報

が、被養成者のみならず養成修了者に対しても直接に届くことを目的としている。

本ユニットでの養成課程を修了したといつても、次世代型技術者への成長を促す

には継続的な働き掛けが必要である。さらに、養成課程で得た、本来競合関係にも

ある同業他社の人材との縦横のネットワークを維持し、養成修了者の今後の仕事に

役立てるためにも情報交換の場が必要である。これらに適うインターネットを利用

したシステムを導入した。

FPD―HIttNETの現在の機能は電子メールによる講演会情報等の発信のみだが、

早急に同報機能を備えたメーリングリス トヘ移行する。いずれはwEB上での双方

向の情報交換を可能とするコンテンツ・マネージメントシステムの導入を図り、供

用範囲を地域およびFPDに 関連する業務を行う人々に広げ、八戸工業大学を地域

再生 。FPD関連情報の拠点となることを目指す。

7.耳 .5 地域再生人材養成ユニットの有効性

(1)有用性

本ユニツ トは青森県が推進する「地域再生計画 (ク リスタルバ レイ構想 )」 |こ お

いて 「FPD関連人材の育成」事業 として位置付けられている。FPD関連企業にとつ

て必要な質の高い技術者を養成することにより、FPD関連企業の集積 を支援 して

いる。

養成修了者は所属企業にて修了後の活動をはじめている。養成課程在籍中の PBL

活
動
実
績
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ゼ ミナールを通 して自社の課題解決により成果を上げた者もあり、本ユニットで学

んだ考え方、アプローチ方法を基に活躍 している。本ユニッ トの目的の一つは人

材養成であり、養成修了者の今後の活躍如何によってその有用性が計 られることと

なる。

養成修了者はすべて所属企業に戻 り活躍 している。これは地域再生に資すること

を考慮 し、内定企業あるいは所属企業の承諾を受験要件 としているからである。雇

用率が国内でも低い水準に留まっていることから妥当なシステムであると判断して

いる。本地域には中小～中堅規模の企業が多 く、業務範囲も特定の部品・部材に依

存する傾向がある。そのため、それぞれ単独での人材育成 。社員教育には困難な面

も存在する。本ユニットによる被養成者の育成は、企業における研修活動の代替と

しても機能すると考えている。

(2)波及効果

地域に根差 した社会人教育システム

教育には大学の個別基礎要素技術だけに基づいたものだけでなく、連携自治体で

ある青森県の研究所にて実際の FPDパネルの開発現場の見学体験なども取 り込ん

だ。「知的財産特論」による特許出願実習のように、FPDに とどまらない企業活動

に必要な汎用の技術者教育も実施 している。 また、「技術経営特論」のような従来

の要素技術中心の考え方から、要素技術をまとめる総合的な技術に対するアプロー

チ、技術 と産業をつなぐアプローチの必要性が産学の共通の認識 とな りつつある。

周辺近隣地域に技術経営 (MOT)を 講義する専門職大学院がない現状において、本

ユニットがこれに当たる意義は大きいと考える。他大学からも非常勤講師として協

力を得ることで、オープンな協力体制 と共に地域への情報の還流がなされるように

なった。

また、情報が不足 しがちな地方において講演会、シンポジウム等を通 じ最新情報

を頻度よく発信 し、地域の関係者に束」激を与えている。

本来競合関係にもある同業他社の人材が集まり研修 している事例は国内では珍 し

いと思われる。本ユニットが中心 となり地域性を活かしたこのネットワークを発展

させることで、中堅技術者 。社会人の教育・研修の場を形成することにつなげたい。

産学官連携のボー ドシステム

運営体制の確立のため組織 したア ドバイザ リー 。ボー ド、ディレクター・ボー ド

には、本学だけでなく民間事業者、自治体からも参画を得ている。これ らのボー ド

に地域の FPD関連者が集 うことにより、ただ単に本ユニッ トの運営について話 し

合 うだけではなく、FPDを軸 とした地域再生・地域振興について議論する場 とも

なった。

国
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地域のFPDの情報集約、発信基地としての役割をはたすことにより、地域の知

の結集がはかる体制ができつつある。

PBLゼ ミナールのテーマ設定は上司を巻き込んだものとし、課題解決へ向けた

取 り組みを協力に推進していく体制を構築した。月に一回の PBLゼ ミナールに於

いて、被養成者からの報告に対して異なる分野の複数の教員からアドバイスをう

け、職場に戻り課題に取組むサイクルを繰 り返した。教員が企業に赴き、現場を見

ることや上司も合めた議論や方向付けを行うこともある。このようにして 1年かけ

て課題を解決していくことにより、被養成者の教育とともに産学一体になって課題

を解決する仕組みを構築じた。

(3)情報発信の状況

Hつ に関する講演会、シンポジウム、先端技術併修報告会等を開催し先端技術、

業界動向情報の発信の場を設けている。これら講演会等の他、入学式、修了式など

の開催情報は、本ユニットホームページ (http:〃wwwofpdorsthi…tcch.acjpたndcx.ht■工)

への掲載とFPD―HIT―NETにて発信している。また、各ボー ドメンバーヘ連絡、本

学学内に掲示すると共に、連携自治体、地域の情報発信機関 (八戸インテリジェン

トパークメーリングリス ト、青森メールマガジン、次世代 FPD研究会等)に告知

回覧を依頼している。報道機関にも情報提供することで、地元紙中心に掲載されて

彰ヽる。
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7日2 産学宮連携モデル

企業から課題 を持ち込み、課題 を解決 してい く「PBL(Problem Based Learning)ゼ

ミナール」は本ユニッ トのカリキュラムのなかでも重要な位置づけにしている。被養

成者がその課題を解決 してい く方法を身につけるという、本人のレベルアップが主た

る目的である。これを進めている過程で、この取 り組みが産学官連携の一つの進め方

にもなつていることに気づいた。すなわち、被養成者や解決すべきテーマを介 して上

司も合めた所属企業も巻 き込み、ゼ ミナールを通 して本学教員がともに課題 を解決 し

てい くという産学官連携のパターンに進化 している。

図7.1は実施した産学官連携のイメージ図である。まず、1年間かけて解決していく

べき課題をテーマとして挙げてもらう。このときのテーマ設定は上司と一緒に考えて

もらい、その案を基に大学教員のチューターも参画し決定をする。また所属企業の中

でのテーマの位置づけを明確にしてもらう。またPBLテーマの技術的ゴールを明確に

し、それを進めていく。

ニーズ 市 場
●
=

専門分野の異なる教員

企画

一

・既存分野から新規分野への進出
・広い専門分野の統合力が必要
・シーズ、開発リソースが不足

新規分野に完全にマッチするシーズ
は有していないが、関連分野の知
が十分ある。

=

・産学共にシーズを有しないところにシーズを作る。
・自前で新規分野の開発が困難な地域中小企業向け新規分野創出モデル。
・核となる開発技術者を人材養成を続けながら新規事業分野を立上げる。
・教員個人をして受話するのではなくコーディネートできる人物中心に複数の教員が対応し、大学全体として受ける。
・開発現場と大学が近隣で密接なコミュニケーションが可能。

図 7.1:産学官連携モデル

その進捗を担当教員であるチューターが窓口になリチェックし、被養成者は月々のゼ

ミナールにおいて報告し、関連する教員がコメント、助言を行 う。被養成者は企業に戻

り、ゼ ミナールでのア ドバイスを参考にしながら課題 を進めてい く。一般にFPD関連

一-148-―

園
□
霞

塵学宮連携八戸モデル

困
回
壼
四
璽

口 寵

四
団

園

霞



G: ITI,IH:コ

「

:`ju`″

".■

, ● !・

■ィn■ ,■ m● !‖ I卜Ⅲ =■ 7.2 産学連携モデル

業務に限らず新規分野を立ち上げるには必要な技術が多岐にわたり総合的な課題解決

が求められる。従つてゼミナールでは、専門の異なる教員が一つの場で一つの課題を

議論することが極めて有効になっている。場合によっては、チューターの専門以外の

分野も必要になりその分野の教員にも参画してもらう。企業ニーズから発したテーマ

から始まり、それに直接的にあてはまる開発シーズは持たなくとも関連する知識を有

する複数の教員で知恵を出すことで解決への助言をしている。大学や企業のシーズか

ら展開して新規分野を切り開いていくより、企業の新規事業のニーズに応えるように、

産学連携して新 しいシーズを育てていく結果となっている。このモデルのキーになる

のは、窓口で課題を分解してやるべき項目に落とし込める幅広い知識を持つたコーディ

ネータ的な教員である。また、取 り上げたテーマが企業内でも承認されたものであれ

ば、上司を合めて企業のバックアップ体制もきちんと取ることができるのである。

本ユニットにおけるPBLテーマを中心とする産学連携携で新規事業が立ち上がった

例を紹介する。
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図 7.2:あ るメーカーの既存事業の売上

図7.2の ように、)買調の既存の事業で成長を続けてきた企業が、2008年 リーマンシヨッ

クにより急激な製品販売減少に対応するため、新規分野に進出することを考え、新規

分野の立ち上げをPBLテーマとした。図 7.3に 示ずような流れで、テーマ設定を4月

にし、FPDI、 CESでのエーズ調査、デバイス原理の勉強から具体的な製造プロセス、
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デバイス設計法の取得等を経てサンプル出荷までこぎつけ、新規分野を切 り開いた。

これに対してPBLゼ ミナールでは、開発にはどんなことが必要か、測定方法、製造

プロセスまでそれぞれの分野を専門とする教員が具体的なアドバイス、フォローをし、

新規分野において素早い立ち上げを図ることができた。

図 7.3:被養成者による新規事業創出
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7.3 県との連携

7日3 県との連携

7.3.1 人材養成に当たつての自治体の協力

本事業の人材養成に当たつては、青森県の協力を得て一体的に取 り組むこととした。

本事業の運営方針の企画・検討や養成対象者・業務従事者の選考、活動評価などを行 う

ディレクター 。ボー ドの構成員に、青森県が参画 し、地域再生構想の推進や FPD関連

産業の振興の観点から、意見や提案を行 う。この中では、本事業の推進に当たり、地域

や企業におけるニーズ・課題の把握、本事業による人材養成業務の実施内容、 目標 と

する人材像などについて、意見や提案を行 う。 また、被養成者の募集に際 し、FPD関

連企業の紹介を受けるほか、県内外の企業等に対 し、青森県の県外事務所を通 じた広

報活動や、新間、テレビ、ラジオ、メールマガジン、広報誌、ホームページなどの青森

県の広報媒体を活用 した PRな ど、強力な広報活動支援を行 う。さらに、養成時におい

ては、その必要に応 じ、地域再生をテーマとした現状説明を行 う際の県職員の講師派

遣、21あ おもり産業総合支援センター液晶先端技術研究センターの講師派遣、青森県

産業技術センター未来技術研究棟 (ク リーンルーム)の使用をはじめとする県の施設、

機材、装置等の提供など、青森県の人的 。物的協力を受ける。このほか、本事業の地

域に対する成果発表を行 う研究成果発表会や、セ ミナー、シンポジウムなどを開催す

る際の協力を受ける。養成後においては、養成者間、さらには、地域産学官の連携や

情報共有・交換の場の確保 を目指 して、これ らの人的ネッ トワークを形成 し、継続す

ることとしており、このネッ トワークの形成、継続に対する協力や、ネッ トワークヘ

の参加 を行 う。このように、青森県の協力を得ることにより、本事業の果たす役割を

一層確実なものとし、これにより、FPD関連産業の振興 を図 り、地域再生の実現を目

指 している。

連携 自治体である青森県との連携内容は以下の通 りである。

活
動
実
績

園
□
目

-151-



娃
7.3 と の

園
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1.広報活動支援

(印刷費、役務費、広告費等 )

県外事務所を通じた広報 (資料の備え付け、配布 )

県広報媒体活用による広報

(新間、ホームページ、メルマガ等 )

被養成者共同募集活動

(地域企業訪間・県内企業情報の提供 )

2.人的貢献

(委員会への出席、講師、事務

補助等 )

アドバイザリー 。ボー ド出席

ディレクター・ボー ド出席

マネージメント・ボー ド出席

FPD関連研究実習

委員 :副知事

委員 :部長・センター所長

委員 :課長・研究所長

講演 :所長、部長

3.施設提供 と使用

(会議室、ホール、研究施設等 )

青森県産業技術センター 八戸地域技術研究所 研修室

青森県産業技術センター 未来技術研究棟

(ス ーパー・クリーンルーム )

4,そ の他
青森県クリスタルバレイ構想の推進

被養成者の修了認定 (県知事の認定 )

活
動
実
績

7.3.2 被養成者の活用方策等の自治体からの

コミットメン ト

被養成者は、今後行 う新製品 。新技術開発の具体的テーマを解決するために、本ユ

ニッ トに参加するものであり、養成修了時には、実現可能性のある解決プランの作成

が修了要件 として課されている。そして、企業内において、又は起業により、この解

決プランに基づき、実際に新製品 。新技術開発を行 うものである。さらに、FPD関連

産業における技術動向・市場動向の変化のスピー ドに対応 し、FPD関連産業の一歩先

の技術動向・市場動向を捉え、ニーズを把握 し、グローバルな視点に立った新製品・新

技術の開発を行 う事が求められる。そのため、養成期間中及び養成後を通 じて、被養

成者間、さらには、地域産学官の連携や情報共有・交換の場の確保 を目指 して、これ

らの人的ネッ トワークを形成 し、継続するものである。青森県では、県の基本計画の

柱の一つとして 「教育、人づくり」を掲げており、今後、継続的に “人財の育成 "を 行

うとしている。こうした中、青森県 としては、本ユニッ トによる次世代型技術者の養

成により、地域企業の新製品 。新技術開発力が向上 し、これを通 じて地域再生が実現

することを目指 しており、この観点か ら、被養成者による新製品・新技術開発や、人

的ネッ トワーク形成の実現を大いに期待 し、また、これ らを実現するための支援 。協

力を行 うこととしている。この青森県の支援・協力については、地域の産学官の連携

により、被養成者による新製品 。新技術開発の実現に向けた新製品 。新技術開発支援、

ベンチャー支援、インキュベーション施設の貸与等の各種支援を行 うとともに、人的

ネッ トワーク形成のための協力を行い、さらに、本事業による成果について地域に情

報発信 を行 うなど、地域への普及啓蒙活動を行 う。
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7日4 アンケー ト

7.4.1 アンケート結果

被養成者がプログラムを修 了し、企業に戻 り半年経過 した時期に、修了生、その上

司、企業代表者の 3階層にアンケー トを実施 した。1期生か ら3期生 まで、毎年アン

ケー トを実施 し、階層別に評価がどう推移 してい くかを調査 した。その結果は都度プ

ログラム運営やカリキュラムに反映させた。

3年間のアンケー ト結果以下に示す。

Ql.1年間の養成期間についてどう思われま

すか?

Q4.現在被養成者は会社就業日の 157ο程度を

本ユニット講義参加に費やしています。

会社業務との兼ね合いについてどう思わ

れますか?
L短い ■ちょうどよい ■長い

活
動
実
績

Q2,お もな講義は8月 、2月 に集中していま

すが開講時期はどうでしたか ?

E年 間で分散、平準化すべきである ■現状の集中、分散併用方式がよい 墨短時間集中方式

Q3.講義曜日と時間についてはどう思われま

すか?

巨現状の平日、昼間でよい  ■夜 (就茶時間後)でもよい  H土 曜日(日 曜日)でもよい

船

■現状 (通常の仕事の合間に受講)の ままで良い(15,6)

■その他(5～ 25)%程度使用しても良い

再Ⅲ00,6本ユニットのプログラムに集中しても良い(仕事から1年間離れる)

韓
　　鰍
　
　
　
　
盤

２‐
　
　
紹

Q5。
「先端技術研修」は他人材養成にないユ

ニークな試みとして海外 CES研修を実

施しました。「先端技術研修」の内容に

ついて満足できましたか ?
韓ω韓中

２．
　
　
組

韓　熱　　　　雑

I消足している ■どちらでもない ■不満足である

・ 市場から見た商品の動向やそれを裏付ける

技術力を知ることになったが日本の技術の

方向性、その基本的な狙いについてまだま

だ国内で知る必要がある

o他では経験できないことが経験できる

o目 的を明確にして欲 しい

o展示会では新鮮で新 しい発見もでき FPD
業界の視野も広がります。本ユニットのメ

インイベン トであることは間違いない

躙
□
重
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峰申韓卵　　　櫛　蛉　『　警

Q6.「 PD関連研究実習」の内容について満

足できましたか ?

担璃足している Bどちらでもない 重不消足である

o表層的な関心にとどまつていると思う。実

際の現場の課題について具体的 (例えばク

リーン化技術 …・異物対策等々)な ことを

取 り上げて欲 しかつた

o液晶以外にも拡げて実習するようになった

こと良いと思う

o実際の業務ではないのですべてを経験する

のは不可能なので良い

o業務に適 している

Q7。
「PBLゼ ミナール」のテーマ設定につい

てどう思われますか?

■企業からのテーマがよい    ■とちらでもよい 豪大学主導のテーマでよい

Q8。
「PBLゼ ミナール」では主担当と副担当

の教員をあてる"チ ューター制度"を 導入

していますが本制度は有効でしたか?

■有効だつた ■あまり機能していない

活
動
実
績

・ 相互のコミユニケーシヨンの機会を与える

ことになることが重要なので良い

o細かな指導を行 う上では有効

・ 教員の方より積極的に質問をしていただき

たい

o PBLと業務の両立が難しくチユーター制度

を活用出来なかつた

Q9。
「PBLゼ ミナール」の内容 は期待通 りで

したか ?

■病足している 田どちらでもない 瞬不満足である

嘩岬韓い
難
　
　
鮒
　
　
　
　
経

２‐
　
　
組

呻呻韓い

・ 本当は企業からが良いが企業内で教育が行

き届かずモチベーシヨンが高くない場合が

ある。大学の助け必要

・ 企業よりになる必要はない

o業務の性格上テーマ選定には苦労 した。

テーマは業務の課題解決です。業務関係な

くても良い。

Q10.カ リキユラム構成についてどう思われま

すか?

■現行で済足した ■不済足である

国

目
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Qll.被養成者にとって講義のレベル (難易度)

はどうでしたか ?

Q14.総合的に本ユニットのプログラムに参加

して (さ せて)満足しましたか ?

Q12.(上 司の方にお聞きします)次年度も部

下を受講させたいですか ?

口適当である 四難しい ■科自に1ぎらつきがある ■簡単すぎる

■はい ■条件付き Bいいえ

Lはい ■条件付き

■上記 卜単金以下(  )日 程度にして欲しい

)日 程度ても良い

21年度全4

Q15。 被養成者は会社を越えて地域全体へ貢献

しようという意識になりましたか?

Bはい こあ らとも言えない ■いいえ

峰申韓ω　　　弾　眸　『　韓

韓中韓ｍ
体

者

司

者

転
　
誅
　
　
　
　
盤

２．
　
　
祖

韓呻韓申

●1よい 口条件付言 ■いいえ

活
動
実
績

韓中韓い
年

　

と

２．
　
　
電

韓岬韓い
体

者

司

者

維
　　鰍
　
　
　
　
雑

２．
　
　
掘

21年度全ド

技41成者 O

Q13.現在受講料無料ですが有料でも受講した

い (さ せたい)ですか?

いいえに近い。このような教育をや り続け

て 1世代、2世代後に変わつてゆく

会社の事情にもあるがとても地域に眼を向

けるほど機会や情報を会社が提供しえてい

ない。むしろ修了生のアフターフォローを

大学でサポー トして欲 しい

地域全体への貢献は難 しい。貢献の仕方が

わからない

現在の産業構造にとって地域は小さすぎる

被養成者は本ユニットのプログラムを修

了することによってどのように変わりま

したか?

口有効だつた ■あまり機能していない

●

●

Q16.

条件付 :会社負担 (3)、 コス トパフォマ

ンス (3)、 科目選択可能 (1)

八戸工業大学の科目履修生は入学金 (入学時 )

27,500円 1単位 講義科目22,000円 、 実験実

習科目 41,000円 ですが受講料は ?

B上記料金で良い

田上記料金以上 (

躙
□
目
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Q17.

人によるが経験則から考えることからより

学術的な論理に立って物事を考えるように

なった

見た目に言動や行動に変化がない

図面変更を行う場合、装置仕様に及ぼす影

響について必ず確認するようになった

知識の幅が広がり他部署や他社の技術職の

人とも専門的な話ができるようになった

来年度から本ユニット事業のFPDよ り広

い概念で継続事業を計画 しています。新

事業は下記の機能のうち、どれを継続さ

せたいですか ?(複数回答可 )

貴企業の社員教育の観点か らみて、FPD
関連次世代型技術者養成ユニ ッ トまたは

八戸工業大学に期待す るものが何かあ り

ました らご記入 ください。

技術者として他業種の実際の仕事内容を知

ることtよ有意義。

現状、業務内容に特化した社員教育が多い

と感 じています。受講した講義の中でも他

の社員に受講してもらいたいと思う講義が

あるので講義が会社で受講できると素晴ら

しヤヽ。

ビジネスエンジエアとして教養を得ること

ができたらよい。

多くの社員に液晶セル、有機 EL等の製作

体験をさせて自分が担当している部分の重

要性を理解 したり、広い視野を持つて業務

を把握できる能力を身につけさせたい。有

償で製作体験できる講座が欲 しい。

今のままでも十分に魅力があります。私の

職場が特殊なのかもしれませんが長期間の

参加が難 しい。

本ユニットのプログラムに対するご提案、

ご意見等がありましたらご記入ください。

受講生が少なく、少し閉鎖的。受講者が多
ければ会社間の交流という点から考えても

有効な 1年になつたと思う。

修了者は世界的なショーを見学することに

より異文化や異なる考え方に触れること

ができ広い視野を持つことができるように

なった。感謝 します。

Q20。

●

●

Q21.

●

●

活
動
実
績

■光、半導体の専間科目の講華

口社会人技術者基礎 (技術経営、新規事業創出、品質工学、知財幸)の 議義
■課題解決型ゼミ(PBL)
■講演会、シンポジウムによる情報発信等の知の拠点
■福別相談(分析等)

■任意多加のオフライン勉強会
目その他

Q18,課題解決型ゼミを継続するにあたり、ど

のような改善が必要ですか ?
■今のままでよい

Bもつと頻度多く実施 (現状1回 /月 )

■企葉ごとの機密性を高める

■共同研究の形態にする

■物作リテーマの売案

■その他

狼泰成者

21年度全体

Q19.あ る特定のテーマで、地域企業間でより

詳細な情報交換する場として研究会活動

を始めたいと思いますが、地域でそのよ

うな場は必要ですか?

■必要 ■不必要 Eテーマによる

園
□
重

圏
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7日 4日2 アンケー ト結果分析

平成 21年度 (3期生)か ら見ての過去 と比較 した結果は次のようになった。

I.全体傾向

1,一昨年度 (1期生)か ら昨年度 (2期生)で好意的評価が増加 した傾向は、本

年度 (3期生)でも持続 していると思われる。

2.昨年度受講 した企業の範囲であるが、本ユニット人材養成の継続を含めて必要

性を認められていると思われる。

3.階層別に見ると、直属上司の評価が厳 しい傾向にある。即効性が出ない人材養

成 と、今の業務の成果を求める立場では仕方ないのかもしれない。

Ⅱ.昨年度 (2期生)同様評価が高い点、悪い点を維持 している項 目

<良かつたまま維持 している>

1。 総合的満足度

2.カ リキュラム構成

3.条件付きも含めると"有料でも受講する"が多い。受講費は本学規定 と同程度で

良い。

<悪かつたまま改善されない点>
なし

ⅡI。 昨年度 (2期生)と 変化があつた項 目

1.養成期間で 1年より短い短期間の要望が出てきた。

2,実習では不満足がなくなり改善された。

3.PBLテーマ設定は"大学主導 "、 "企業主導"と 意見が分かれていたが、"どちら

でも良い"が増加 した。

4.講義 レベルは全員、"適当"

<評価が下がつた項目>

1。 PBLゼ ミナールの満足度

2。 チユーター制度

3.地域貢献意欲

4.継続受講に否定的な上司が 1名

IV新 しい設間に対する答え
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1.継続して欲 しい項目は"社会人技術者基礎 (MOT関連)"、 "個別相談"が多い。

2.「PBLゼミナール」の改善要望は"共同研究への発展"、 "物作リテーマ"の要望

が多かつた。

3.研究会の要望は"必要"、 "不必要"が半々に別れた。
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